
西日本インカレ（合同研究会）2017 専用企画シート 

 

※電話番号や住所などの個人情報は記載しないでください。 

大学名（フリガナ） 学部名（フリガナ） 所属ゼミナール名（フリガナ） 

フリガナ）アイチダイガク フリガナ）ケイエイガクブ フリガナ）オオタ コウジ 

愛知大学 経営学部 太田 幸治ゼミナール 

 

※大会申込書時に記入したチーム名から変更することはできません。 

※パワーポイント内に動画を使用している場合は「有・無」を記入してください。 

チーム名（フリガナ） 代表者名（フリガナ） 
チーム人数 

（代表者含む） 

パワーポイント内の 

動画使用（有・無） 

フリガナ）チーム オマッチャ フリガナ）オギヤマ コウキ 

５ 無 
チーム お抹茶 荻山 航輝 

 

※プレゼンツールを使用する場合は記入してください。記入がないプレゼンツールは大会当日使用できません。 

使用するプレゼンツール（具体的に使用するツールを明記してください） 

カタログ資料（暮らしまるわかりカタログ） 

 

 

研究テーマ（発表タイトル） 

買い物の失敗を防ぐには？ 

 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

本研究の目的は、買い物の失敗を防ぐ方法を明らかにすることである。消費者は高価格で購買頻度が少ない製品を購買す

る際、高負荷の情報処理を行う。しかし、そういった製品である住宅や自動車の購買後、後悔する消費者も多くいる。そこで、買

い物に失敗する要因を明らかにし、買い物の失敗を防ぐポイントを解明する。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

ARUHI マガジン（2016）が住宅購入者 100 人に行ったアンケートでは、「住宅購入後に後悔した」と答えた消費者が半数

以上いることが明らかになった。後悔の理由は、製品に関する情報だけを収集していたためであった。購買頻度の少ない製品につ

いて、消費者がもともと持つ製品知識は少ない。そのため消費者はその製品の情報を０から集めようとする。しかし、消費者は元

来、認知的倹約家であるため、情報が多いと全て処理できず、情報収集を妥協してしまう。そのため、買い物の失敗が起こる。 

 

３．研究テーマの課題 

既存の研究では、消費者は高価格で購買頻度の少ない製品を購買する際、後悔しないように高精度・高負荷の情報処理



をしようとする。しかし、ARUHI マガジン（2016）のアンケートにより「住宅購入後に後悔した」という消費者が半数以上いること

が明らかとなった。このようなことが起こる要因は消費者が認知的倹約家であるため、多くの情報を処理できないからであるが、こ

れを克服するポイントは提案されていない。消費者が認知的倹約家であっても買い物に失敗することを防ぐポイントを明らかにして

いく。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 消費者が買い物の失敗を防ぐためには、自己知識を付ける必要がある。私達は高価格で購買頻度が少ない製品である住宅

を例にし、ハウスメーカーが消費者に自己知識を付けさせる方法として、「質問票」と「暮らしまるわかりカタログ」を提案する。 

消費者がここぞという時の買い物に失敗してしまうのは、処理できる情報の量に限界があるにもかかわらず、製品知識が不足して

いるがゆえに包括的に情報収集を行い、ある程度のところで情報収集に妥協し、本当に必要な情報が得られないからである。   

これを防ぐために消費者自身「本当はどうなりたいのか、何を求めているのか」といった自己知識を付ける必要がある。自己知識

を付けることで、消費者自身の求める情報が明確になるため、最小限の労力で効率的に必要な情報を得ることができる。 

しかし、消費者が自己知識を自ら付けるのは難しい。 

そこで、企業は消費者に、自己知識を付けるきっかけを与えるべきだと私たちは考えた。私達は住宅を例に挙げ、消費者に自

己知識を付けさせる方法として、「質問票」と「暮らしまるわかりカタログ」を作成することをハウスメーカーに提案する。「質問票」と

「暮らしまるわかりカタログ」を通して消費者は自己分析を行い、自己知識を付けることができる。自己知識を付けることが消費者

の買い物の失敗を防ぐポイントだと結論づけた。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

 Pirjo Laaksonen,(1994)の関与研究と消費者行動研究を軸に数多くの先行研究をたどり、消費者の買い物の失敗の

要因を明らかにし、買い物の失敗を防ぐ方法を提案する。 

 

６．結果や今後の取り組み 

 消費者がここぞという時の買い物に失敗することを防ぐには、製品知識を得ようとする前に、自己知識を付けて自分についてよく

考え、「自分はどうなりたいのか」「自分が求めているものはなにか」を理解する必要がある。消費者が自ら自己知識を付けることは

難しいため、企業が自己知識を付けるよう促すべきである。例えば、ハウスメーカーは「質問票」と「暮らしまるわかりカタログ」を用い

て、消費者の自己知識を付けるのがよいと考える。 

 今後の課題として、住宅以外のここぞという時の買い物でも具体的な案を考える。 
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＜企画シート作成上の注意＞ 

※本企画シートは審査の対象となり、予選会・本選の前に、審査を行っていただく大学教員・企業の方々に事前にお渡しいたします。 

※本企画シートは、「日本語」で書かれたものとし、1 チーム・1 点提出してください。また、翌年３月に公開予定の「大会結果 Web ページ」に掲載されます。 

※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7 以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、作成上の注意を含め、4 ページ以内に収めてください。事務局から審査員に渡す際は、A4 サイズでプリントし、4 ページ目までをお渡しします。 

※大会参加申込み時点から、チーム編成の変更（チームの人数・交代など）は、｢不可｣とさせていただきます。ただし、チームメンバーの留学等やむを得ない事情でチーム編成に

変更が生じる場合は、西日本インカレ事務局にご連絡ください。事務局より手続きについてご連絡をさせていただきます。なお、参加申込書提出時からのチーム名変更は「不可」とさ

せていただきます。 

※企画内容は、未発表の（過去に他誌・HP などに発表されていない）ものに限ります。ただし、学校内での発表作品は未発表扱いとなります。 

※商品写真、人物写真、音楽などを掲載・利用する場合、必ず著作権、版権の使用許諾を得てください。日経 BP 社・日経 BP マーケティング社は一切の責任を負いません。 

※書籍や新聞等の文献から引用した場合は、出典先（使用した文献のタイトル・著者名・発行所名・発行年月など）を明記してください。統計・図表・文書等を引用した場合も

同様に明記してください。また、Web サイト上の資料を利用した場合は、URL とアクセスした日付を明記してください。 

※電話番号や住所などの個人情報は記載しないでください。 

※パワーポイント内で動画を使用する場合は、必ず｢有｣とご記入ください。動画を使用する際の注意事項は参加要項に記載しております。 

※プレゼンツールを使用する場合は、必ず使用するツール名をご記入ください。企画シートにご記入が無い場合は、発表当日の使用はできません。あらかじめご了承ください。 

                                                                                                         

↑ここまでを 4 ページ以内に収めて、提出してください↑ 

 


